
I．は　じ　め　に

　市町村は一般民有林の施業監督など森林の公益的な機能
の維持・確保に関わる重要な権限を有するが，市町村で森
林行政を担う職員は量と質の両面で十分とは言いがたい状
況にある。多くの場合，市町村で森林行政を担当する職員
は 1人いるかいないかであり（石崎 2021），その職員が森
林分野の専門性を有するケースは限られている（石
崎 2012；鈴木ら 2020）。担当者による十分な状況把握が
難しいことから私有林の施業監督の権限が行使されない
ケースも少なからずある（石崎 2012）。一方で近年，担当
職員を増やすなどの森林行政の体制強化を検討している団
体が半数近くにのぼることも指摘されており（鈴木
ら 2020），状況改善への期待も高まりつつある。
　では，市町村森林行政が担う業務に対応した人員体制と
はどのような状態なのだろうか。先行研究において人員体
制をみる指標として注目されてきたのは，森林行政担当者
の数と彼らのもつ森林・林業に関する専門性である（石
崎 2012；鈴木ら 2020）。担当者数は多いほど良く，専門
性は高いほど良いのだろうが，配置可能な職員数には限り

があり，人事異動サイクルのなかで短期間のみ森林行政に
携わる職員に高度な専門性を求めるのは難しい。それでは，
具体的にどの程度の体制があれば，どの程度の森林行政業
務ができるのだろうか。
　そこで，本稿では，市町村森林行政の体制整備のあり方
を探る一歩として，全国の市町村を対象に実施された調査
結果に基づき，以下の 4点に着目して，市町村森林行政の
担当職員の規模や専門性の現状を明らかにするとともに，
これらが森林行政に与えうる影響について検討したい。 
（1） 市町村森林行政において，どういった種類の業務がど
の程度の人員で担われているのか。（2）担当職員の規模に
よって，森林行政の業務量や質にどういった違いがみられ
るのか。（3）専門性のある職員がいる場合，どういった知識
や能力がどのくらい確保されるのか。（4）担当職員の量的な
不足は，どのような団体でどのくらい実感されているのか。
　そのために，続く II．では，総務省統計を用いて全国市
町村における林業部門の職員数の推移を把握するととも
に，現在の市町村がおかれている問題状況を確認する。そ
して，III．では，著者らが 2020 年に全国の市町村森林行
政担当者を対象に実施したアンケート調査の結果を用い
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　全国の市町村を対象に実施したアンケート調査等の結果に基づき，森林行政の担当職員の規模と専門性の現状を明らかにし，
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と考えられ，現在，ほとんどの市町村が人員不足を感じている。職員数が多い市町村には森林行政に関わる専門性をもつ職員
がいる団体が多く，相対的に幅広い種類の業務が実施され森林に行く頻度も高いが，職員数が少ない団体以上に多くの団体が
人員不足を実感している。一方，人員不足を感じていない市町村の多くは，森林関係の業務量自体が少ない団体である。更新
基準となる広葉樹の識別や崩壊危険地の判別には専門的な職員がいる市町村であっても知識等の不足を感じているケースが多
く，職員数が非常に少ない団体には崩壊危険地の判別等について業務を通じて意識する機会がないとする団体が一定数存在す
る。以上から，職員数や専門性といった人員体制は，森林行政として担う業務の範囲や，現地確認やリスク判定等をどこまで
行うかといった業務のレベルに影響を与えている可能性が示唆された。
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て，現在の市町村森林行政における担当職員の規模と専門
性の実態を明らかにする。そのうえで，IV．において考
察を加える。
　本研究は，森林が少ない市町村を含め，基本的に全ての
市町村を調査対象としている点に特色を持つ。近年実施さ
れた市町村森林行政の現状把握のための広域調査は，森林
行政の担当職員数に下限を設け調査対象を限定している
（鈴木ら 2020）。森林行政の担当職員が少ない団体は，木
材生産量も少なく林業振興といった観点からは相対的に重
要性が低いと捉えうる地域の団体である可能性があるもの
の，森林の持つ公益性の確保といった観点に着目するなら
ば市町村に課せられた権限や役割は規模の大小を問わず重
要であり，小規模団体を含めた業務実態に目を向ける必要
があるのではないかと考えられる。また，鈴木ら（2021）
は，小規模な市町村でも外部の人材の活用により地域課題
に即した森林行政を展開している事例があり，その際，自
治体内部にいる実務職員が重要な役割を果たしていること
を指摘している。だが，そうした実務職員さえ確保できな
いほど規模が小さい団体については，事例研究を含め，充
分な実態把握が行われていない。そこで，本稿では，これ
まで調査対象外となりがちだった小規模な団体を含めて，
全国の市町村森林行政の全体像の把握を試みたい。

II．市町村森林行政の職員数の変遷

　市町村が森林政策の実施主体として本格的に位置づけら
れるようになったのは，林業構造改善事業が始まった
1960 年代半ば以降とされる（林政総合調査研究所 1980；
森 1984）。その後，1983 年には，それまで主に事業主体
として国の林業施策に組み入れられていた市町村が森林計
画制度上にも位置づけられ，制度としての権限強化が行わ

れた（森 1984）。地方分権改革が展開した 1998 年には，
林業政策上の重要性が高い市町村のみならず，民有林が所
在する全ての市町村が一般民有林の施業監督に関わる主要
な権限を持つに至った。
　このように森林政策における市町村の役割が拡大する一
方で，それを担う市町村の人員体制に対しては特別な手立
てが講じられることがほとんどなかった。図︲1 は，総務
省の地方公共団体定員管理調査（以下，「総務省統計」と
する）より，1974 年以降の市町村における林業部門の職
員数の推移を示したものである。全国の市町村における林
業部門の職員数は，1980 年代前半や 1990 年代前半に年 1，
2％程度のわずかな増加がみられた他は，大きく増加する
ことはなかった。職員数が大きく変動したのは 1990 年代
末から 2000 年代半ばである。この時期に，権限の拡大と
逆行する形で職員数が大幅に減少した（総務省 1974︲
2021；（1975～78 年のデータは入手できなかった）。1998
年の権限委譲に伴い森林行政を担う市町村の数自体も増加
したことを考慮すると，図︲1 が示す全国的な職員数の減
少以上に個々の団体においては担当職員が逼迫したと考え
られる。職員数の減少は，上述の権限委譲が行われた
1998 年から加速し，平成の大合併と呼ばれる市町村合併
がピークを迎えた 2005 年前後には年 5％ほどと最大規模
となった。1998 年からの 10 年間では，職員数が 31％減と
他時期に類をみない規模で減少した。ほぼ同時期には都道
府県における職員数も大幅に減少しており，森林行政の担
い手は全般的に減少していたことがわかる。この間，合併
で市町村数が減少した影響により，1団体当たりの職員数
は平均 1.4 人／団体から 1.8 人／団体へ増加したが，2010
年に全国の市町村森林行政担当者に対して実施されたアン
ケート調査の結果からは，合併によって森林行政の質（人

図︲1．全国市町村における林業部門の職員数と 1団体当たりの職員数の推移
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員・専門性等）が高まったとする団体（6％）よりも下がっ
た（23％）とする団体の方が遥かに多かったことが指摘さ
れている（石崎 2012）。
　一方，近年は再びわずかな増加がみられる。総務省統計
にみる職員数は，2010 年代半ばまで減少を続け，2016 年
には 3,067 人と最小を記録したが，その後に増加へ転じた。
2016 年の林地台帳制度の創設，2019 年度からの森林環境
譲与税および森林経営管理制度の創設により市町村森林行
政が担うべき役割がさらに拡大するなかで，市町村の林業
部門職員数は，2016 年から 2020 年にかけての 4年間で
4％増加している。この職員数の増加が業務量の拡大に対
してどの程度の規模といえるのかは，次章で検証していき
たい。

III．市町村森林行政の人員体制の現状

1．�アンケート調査の概要
　著者らは，2020 年 11～12 月にかけて，市町村森林行政
担当者に対するアンケート調査（以下，「2020 年森林総研
調査」とする）を実施した。対象団体は，2015 年農林業
センサス（農林水産省 2016）において民有の森林計画面
積（以下，「民有林面積」とする）に数値の記載（1 ha以上）
がある 1,612 市町村で，郵送により調査票を配布し，郵送
もしくはメール添付にて回答を得た。
　回答が得られたのは 856 団体で，回収率は 53.1％である。
民有林面積が 100 ha未満の団体における回収率は 49％，4
万 ha以上の団体における回収率は 74％で，回答団体が管
轄する民有林面積は全体の 60.8％となり，民有林面積が大
きな団体の回収率が相対的に高い。回答を得られた団体の
うち森林行政の実績がないと回答した団体が 9団体あり，
これら団体が管轄する民有林面積は平均で 583haであった。
　2020 年森林総研調査の調査項目は多岐にわたるが，本

稿では主に担当職員数，専門性，業務に関わる知識や能力
および人員不足感などに対する森林行政担当者の主観的な
回答を分析対象とした。
2．�森林行政担当の業務と実人員数
　森林行政担当と一口にいっても，市町村においては森林
行政担当者の業務範囲が多様である。林道や治山関係の業
務を建設部局等が管轄するケースや市町村有林の管理を財
政部局等が管轄するケースもある。そこで，2020 年森林
総研調査では，森林法に基づく林地台帳関係業務，伐採届
関係業務，森林経営計画関係業務，森林経営管理法に基づ
く森林経営管理制度業務を一部でも担当する者が所属する
部署を森林行政担当部署として捉え，その業務範囲と担当
者数などを把握した。その結果を示したのが表︲1 である。
　市町村森林行政担当の管轄業務（表︲1 の a列）としては，
林地台帳データの整備・管理や伐採届関係業務をはじめと
する森林法関係業務と森林経営管理制度関係業務，森林環
境譲与税を活用した業務の実施率が高い一方，造林，林道，
治山関係の業務や市町村有林の管理・経営業務の実施率は
5～6割ほどとなっている。団体ごとの森林行政担当の業
務全体に占める各業務のウエイト（表︲1 の b列）をみると，
伐採届関係業務と森林経営管理制度関係業務，森林環境譲
与税を活用した事業のウエイトが相対的に高いことがわか
る。なお，「その他森林行政担当業務」の「その他」とし
ては，森林病虫害関係業務，木材利用対策，問い合わせ対
応などがあげられていた。
　次に，市町村森林行政担当の職員数をみていきたい。前
章でみた総務省統計では職員数が整数でカウントされてお
り，2020 年のデータでは林業部門の職員数がゼロとされ
ている団体が全市町村の 40％を占めている。だが，これ
らの団体にも他の業務との兼務で森林行政に携わる職員が
いる可能性がある。そこで，2020 年森林総研調査におい

表︲1．市町村における森林行政担当の管轄業務

　

a b c

森林行政担当の管轄業務
と回答した団体の割合

（n＝843）

森林行政業務全体
に占めるウエイト
（n＝815）

業務ごとの実人員数 
（人）

（n＝803）
森林法関係業務 　 　 　
　林地台帳データの整備・管理  96%   8% 0.11
　伐採届関係業務  98%  12% 0.17
　森林経営計画関係業務  86%   6% 0.13
　届出と異なる伐採等への対応  78%   4% 0.07
　市町村森林整備計画の樹立・変更業務  86%   6% 0.09
　森林経営管理制度関係業務  89%  12% 0.24
　森林環境譲与税を活用した事業  87%  11% 0.21
造林，林道，治山
　造林補助等の森林整備事業  65%   7% 0.16
　森林土木（林道関係）  56%   7% 0.21
　森林土木（治山関係）  50%   4% 0.09
　市町村林の管理・経営  58%   5% 0.14
その他森林行政担当業務
　県から移譲を受けた伐採・開発許可関係業務  24%   1% 0.03
　鳥獣害対応  54%   9% 0.19
　その他  42%   8% 0.25
合計 100% 100% 2.09

a列の数値は，森林・林業行政担当部署で管轄する業務と回答 ⎝複数回答⎠ した団体の割合。b列の数値は，各回答団体が記載した業務ごとの
ウエイト ⎝森林行政業務全体を 100%としたときの各業務の占めるウエイト⎠ の平均値。c列の数値は，各回答団体が記載した業務ごとのウエ
イトに各回答団体の実人員数をかけて算出した業務ごとの実人員数の平均値。2020 年森林総研調査より作成。
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ては，他の業務と兼務している職員については，当該職員
が担当する業務全体を 1としたときの森林行政への従事割
合を人員数として把握した。例えば，農業行政と森林行政
を概ね同程度の割合で兼務する職員は 0.5 人となる。以下，
この数値を「実人員数」とする。また，2020 年森林総研
調査でいう市町村森林行政担当の職員には，都道府県や林
野庁などから市町村へ出向中の者を含むが，地域林政アド
バイザーや森林行政に従事する再雇用職員，会計年度任用
職員（コピー等の単純作業従事者は除く）については基本
的に職員数の外数として把握した（注 1）。
　以上のようにして把握した市町村森林行政の実人員数
は，全回答団体の平均で 2.1 人，うち専従職員は 1.4 人，
兼務職員は 0.7 人であった。団体ごとに実人員数と各業務
のウエイトを掛け合わせて把握した業務別の実人員数の平
均値を示したのが表︲1 の c列である。伐採届関係業務と
森林経営管理制度関係業務は，業務ウエイトの平均値（表︲
1 の b列）をみると共に 12％だが，団体ごとの実人員数の
平均値（表︲1 の c列）は伐採届関係業務の方が低く，伐
採届関係業務は相対的に実人員数の少ない団体で高いウエ
イトを占めるものと考えられる。この点については，3．
の図︲2 で具体的なデータをみていく。
　業務別にみた団体ごとの実人員数の平均値（表︲1 の c
列）は，2019 年度より創設された森林経営管理制度関係
業務および森林環境譲与税を活用した事業を合わせると
0.44 人，これに 2016 年より開始された林地台帳データの
整備・管理を加えると 0.56 人である。これらの制度の創
設前の業務量がこれら業務に充てられる実人員数を除いた
数値であったと仮定すると，市町村森林行政の業務量は，
2019 年度に 27％，2016～2019 年度には 37％増加したもの
と推定される。この間の林業部門の職員数の変化は，II．
にみた総務省統計によるとわずかな増加（2016 年度から
2020 年度で 4％増加）にとどまることから，職員数の増加
を遥かに上回る規模で大幅に業務量が増加したものと考え
られ，新たに追加された業務に要する人員資源は，超過勤

務等による同一人員内での労働時間の増加ないしは他の既
存業務の圧縮等により捻出されたケースが多かったのでは
ないかと思われる。
3．�市町村森林行政の実人員規模別にみた特徴
　実人員数の規模別にみた団体数と森林面積などの特徴を
示したのが表︲2 である。回答団体の過半（54％）は実人
員数が 1人以下，3分の 1（32％）は実人員数が 0.5 人以
下である。民有林面積や私有の人工林面積が多い団体ほど
実人員数も多い傾向がみられる。先述の民有林面積による
回収率の差を踏まえると，実際には実人員規模が小さな団
体は今回のデータより多いものと推察される。また，管轄
域の民有林面積を実人員数で割った値，すなわち実人員 1
人当たりの民有林面積は，0.3 人より多い団体については，
実人員数が多い団体ほど実人員 1人当たりの民有林面積が
小さくなる傾向がみられ，必ずしも面積に比例して職員が
増えているわけではないことがわかる。
　実人員数の規模によって森林行政の業務ウエイトにも差
異がみられる（図︲2）。特に，伐採届関係業務や林地台帳デー
タの整備・管理等を含む森林法関係業務は，実人員規模に
よる差が目立ち，小規模な団体ほど森林行政担当業務に占
めるウエイトが高く，0.3 人以下の団体では森林行政担当
業務の過半を占める。これに対して，大規模な団体では，
造林・林道・治山や市町村有林の経営・管理，その他森林
行政業務の占めるウエイトが高く，幅広い業務を担ってい
ることがわかる。
　一方，森林経営管理法関係業務や森林環境譲与税を活用
した事業のウエイトは，相対的に，実人員規模による差が
小さく，これらの新規業務は，以前から多様な業務に取り
組んできた規模の大きな団体のみならず，従来は森林法関
係業務をメインに森林行政業務を行ってきた小規模な団体
においても規模の大きな団体と同程度の割合の業務量増加
をもたらしたものと考えられる。
　実人員規模別に森林行政の一環として森林へ行く頻度
（最も多い職員のケース）をみたのが図︲3 である。森林へ
行く頻度は，回答団体全体でみると，月 1回以上（週 1回
未満）と回答する団体が 39％と最も多く，これに次ぐ週 1
回以上（毎日ではない）の団体と合わせると全体の 68％
を占める。森へ行く頻度は，実人員規模が大きい団体ほど
高い傾向にある。実人員数が 0.3 人以下の団体では半年に

表︲2．森林行政担当の実人員規模別にみた団体の特徴

実人員数 団体数

民有 
森林 
計画面積

実人員1人
当たりの 
民有森林 
計画面積

私有
人工林
面積

年間
伐採
面積

森林環境
譲与税 
譲与額

（ha） （ha/人） （ha） （ha） （千円）
0.01～0.3 人 140 1,781 10,302 461   6 10,907
0.31～0.5 人 130 5,159 10,424 1,552  35 9,658
0.51～1.0 人 184 8,510 9,807 2,573  50 14,521
1.01～2.0 人 168 11,290 6,822 3,547 129 18,542
2.01～4.0 人 116 21,263 6,594 7,177 231 36,905
4.01 人～  99 36,303 4,867 13,516 354 74,001
回答団体全体 856 12,293 8,357 4,147 118 23,810
実人員数との単相関係数 0.64** －0.14** 0.64** 0.28** 0.64**

実人員数との偏相関係数 0.34** －0.41** 0.05    0.02   0.23**

**p＜ 0.01
「年間伐採面積」は，2020 年森林総研調査にて収集した森林法第 10 条の
8および第 15 条に基づく年間の間伐および皆伐の届出面積で，原則とし
て 2019 年度の実績 ⎝災害発生等により特異値となる場合は標準的な実
績⎠。「森林環境譲与税譲与額」は令和 2年度の数値。2015 年『世界農林
業センサス』，林野庁『森林資源の現況 ⎝平成 29 年 3 月 31 日現在⎠』，総
務省『令和 2年度における譲与額』，2020 年森林総研調査より作成。
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市町村有林の管理・経営 その他森林行政業務
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図︲2． 森林行政担当職員の実人員規模別にみた業務のウエイト
の平均値

2020 年森林総研調査より作成。
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1 回以上（月 1回未満）が 37％で最も多く，これに半年に
1回未満もしくはなしとする団体を合わせると 72％を占め
ており，業務を通じて森林に行く機会は非常に限られてい
ることがわかる。一方，実人員数が 2人より多い団体では
週 1回以上（毎日ではない）の団体が半数近くを占め，4
人より多い団体ではほぼ毎日もしくは勤務時間の半分以上
とする団体が 14％となっている。実人員の規模により現
地へ足を運ぶ頻度は大きく異なっており，業務の質にも差
異が生じている可能性がある。
　なお，回答団体のなかには，森林行政業務は実施してい
るものの担当の職員数がゼロと回答した団体が 6団体あ
る。これらの団体には地域林政アドバイザーか，森林行政
の従事する再雇用職員，会計年度任用職員が雇用されてい
る。管轄する業務等は，職員の実人員数が 0.3 人以下の団
体同様に伐採届関係業務のウエイトが高い団体も 1団体あ
るが，他は，森林経営管理制度関係のウエイトが高い団体
（2団体），造林，林道，治山のウエイトが高い団体（2団体），
市町村有林の管理・経営のウエイトが高い団体（1団体）
と多様で，森に行く頻度も様々であった。
4．�森林行政担当者の専門性
　都道府県には林業職として採用され森林に関する一定の
専門性をもって森林行政に従事する者が一定数いるのに対
して，市町村では森林に関わる専門性を有した職員が少な
い。2020 年森林総研調査では，森林に関わる専門性をもっ

た職員として，森林・林業の担当職として採用された職員
（森林採用職員），高校，大学，大学校等で森林に関わる専
門教育を受けた経歴のある職員（専門教育職員），通算 5
年以上の森林行政担当経験をもつ職員（長期経験職員），
都道府県や林野庁などからの出向者の 4種類の職員の有無
を把握した。また，これらの他，通常の職員とは異なる立
場ながらも一定の専門性をもって森林行政を支えている可
能性がある者として，地域林政アドバイザー，再任用職員，
会計年度任用職員の有無についても把握した。これらの結
果を実人員規模別に示したのが表︲3 である。
　森林に関する専門性をもった職員として最も多くの団体
にいるのは長期経験職員（回答団体の 26％）であり，1団
体に 2人以上の長期経験職員がいる団体（同 10％）も少
なくない。次いで，専門教育職員がいる団体（同 9％），
森林採用職員や出向者がいる団体（同 5％）の順となって
いる。森林採用職員がいる団体，専門教育職員がいる団体，
長期経験職員がいる団体の間には，重複がみられる。なか
でも森林採用職員がいる団体は，98％に長期経験職員がお
り，うち 86％には専門教育職員もいることから，森林行
政担当職として採用された職員が専門教育を受けた経歴を
持ち，森林行政担当として長期間配属されるケースが多い
ものと考えられる。また，専門教育職員がいる団体の
85％には長期経験職員がおり，うち 60％には森林採用職
員もいる。一方，長期経験職員がいる団体のうち 69％は，
森林採用職員や専門教育職員がいない団体である。森林採
用職員，専門教育職員，長期経験職員，出向者のいずれか
がいる団体は，回答団体の 29％であり，実人員数の平均
は 3.9 人，民有林面積の平均は 22,262 ha，伐採面積の平均
は 220 haとなっている。
　いずれのタイプの専門性をもった職員等についても，実
人員数が 0.3 人以下の団体では非常に少なく，実人員数が
1人より多い団体では実人員規模が大きいほど多くなって
いる。専門教育職員が受けた専門教育機関の種類としては，
大学が突出して多く（種類について回答のあった 70 団体
の 71％），大学院（同 23％）と高校（同 23％）が同率で
続く他，大学校（同 7％）も若干いる。また，出向者の派
遣元としては，都道府県が最も多く（派遣元について回答
のあった 41 団体の 66％），林野庁からの出向者がいる団

表︲3．実人員の規模別にみた森林に関する専門性のある職員等がいる団体の割合
専門性をもった職員がいる団体 地域林政 

アドバイザー 
⎝職員外数⎠

再任用職員 

⎝職員外数⎠

会計年度 
任用職員など 
⎝職員外数⎠　 森林

採用
専門
教育

長期
経験 出向者

0.01～0.3 名 ⎝n＝140⎠  4%  0%  0%  4%  1%  1%  3%  4%
0.31～0.5 名 ⎝n＝130⎠ 16%  1%  2% 15%  0%  3%  5%  8%
0.51～1.0 名 ⎝n＝184⎠ 16%  1%  2% 14%  2%  8%  4% 11%
1.01～2.0 名 ⎝n＝168⎠ 36%  6%  9% 32%  4%  8%  7% 21%
2.01～4.0 名 ⎝n＝116⎠ 50% 11% 16% 42% 11% 14% 15% 33%
4.01 名～ ⎝n＝99⎠ 68% 19% 34% 66% 17% 16% 20% 49%
回答者全体 ⎝n＝843⎠ 29%  5%  9% 26%  5%  8%  8% 19%
「専門性をもった職員がいる団体」の最左列の数値は，「森林採用 ⎝森林・林業の担当職として採用された職員⎠」，「専
門教育 ⎝高校，大学，大学校等で森林に関わる専門教育を受けた経歴のある職員⎠」，「長期経験 ⎝通算 5年以上の森
林行政担当経験を持つ職員⎠」，「出向者」のいずれかがいる団体の割合。「地域林政アドバイザー」，「再任用職員」，「会
計年度任用職員など」は，実人員数としてカウントした職員数には含めていない。「再任用職員」および「会計年度
任用職員など」は，森林行政に従事する者で，コピー等の単純作業のみに従事する者は除くとした。2020 年森林総
研調査により作成。
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図︲3． 実人員の規模別にみた森林行政の一環として森へ行
く頻度 （最も多い職員の例） 

2020 年森林総研調査により作成。
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体（同 32％）の倍近くの団体に及んでいる。
　森林・林業に関する知識や経験を有する地域林政アドバ
イザーを雇用する団体は回答団体の8％であり，実人員規模
が大きな団体ほど雇用団体が多い。地域林政アドバイザーに
は，都道府県職員OBが最も多く（記載のあった42団体の
45％），次いで森林組合 OB（同21％），現役の森林組合職員
（同14％），市町村職員OB（同12％），林野庁職員OB（同
10％）となっている。週 4日以上の勤務が一般的（勤務日数
を記載した54団体のうち76％）で，主な業務としては助言
（業務を記載した41団体のうち39％），森林経営管理制度関
係（同32％），現地確認（同24％）が多くあげられていた。
5．�森林行政担当者がもつ知識・能力
　では，市町村の森林行政担当者には，森林行政に関わる
知識や能力がどの程度あるのだろうか。2020 年森林総研調
査では，森林行政担当者の知識・能力について，法令やマニュ
アルの理解力，スギ等の造林樹種の識別，更新基準にある
広葉樹の識別，GISの解析，崩壊危険地の判別という5項目
の知識・能力の不足の実感（主観的評価）を把握した。回
答団体は，各項目について「分からない」もしくは「できな
い」等と不足を感じるかについて，「非常に感じる」，「やや
感じる」，「あまり感じない」，「全く感じない」のいずれかを
選択するか，これら項目について業務を通じて意識する機
会がない場合にはその欄にチェックをいれる（以下，「意識
する機会がない」団体とする）形で回答を得た（注 2）。本
設問への回答記入者には特段の条件を設けておらず，仮に
森林に関する専門性をもった職員がいる団体の回答であっ
ても専門性をもった職員以外の森林行政担当職員が回答を
記入した可能性もある。その結果を示したのが図︲4である。
　まず，回答団体全体をみると，調査した五つの知識・能
力の全てにおいて，不足を感じる（分からない等と「非常
に感じる」もしくは「やや感じる」）団体が過半を占めて
いる。これらのうち，最も不足を感じる団体が少ない項目
は法令やマニュアルの理解力で，40％の団体が法令やマ
ニュアルをみても意味が分からないとは感じていない（「あ
まり感じない」もしくは「全く感じない」）。だが，それを
上回る 52％の団体は分からないと感じており，法令やマ
ニュアルのみでは十分な対応を行うことが難しい団体の方
が多数派である。
　また，不足を全く感じないとする団体が最も多い項目は
スギ等の造林樹種の識別であり，10％の団体がスギ等の造
林樹種について樹木をみても樹種が分からないとは「全く
感じない」としている。森に行く頻度別にみると（図︲5），
スギ等の識別能力の不足を感じない団体は森に行く頻度が
高い団体ほど多く，週 1回以上森林へ行く職員がいる団体
では 6～7割はスギ等が分からないとは感じていない。
　これに対して，同じ樹種識別でも更新基準にある広葉樹
の場合は分からないと感じる団体が 73％と大半に及ぶ。森
に行く頻度別にみても（図︲5），半数以上の団体が不足を感
じないとする階層は勤務時間の半分以上を森林で過ごす職
員がいる団体（57％があまり感じないと回答）のみである。
2017 年 4月以降に伐採届が提出された森林については，市
町村に対して造林完了後の森林状況報告の提出が求められ

ているが，報告を受けた市町村が実際に天然更新の完了を
確かめるには何らかのサポートが必要になると考えられる。

図︲4．森林行政に関わる知識・能力不足の実感
1） 各項目について，各回答団体は「非常に感じる」，「やや感じる」，「あ
まり感じない」，「全く感じない」のいずれか，もしくは「業務で意識す
る機会がない」を選択している。「業務で意識する機会がない」としな
がらも「非常に感じる」から「全く感じない」までの選択もした団体に
ついては，後者の回答を除き「業務で意識する機会がない」団体として
集計した。各団体において本項目に対して誰が回答するかについては特
段の条件を設けていない。2）「森林採用」，「専門教育」，「長期経験」の
右には，該当の専門性のある職員がいる団体といない団体のマン・ホイッ
トニーのＵ検定の判定を示した。「非常に感じる［1］」，「やや感じる［2］」，
「あまり感じない［3］」，「全く感じない［4］」とし，「意識する機会がな
い」団体を除いて求めた。**p＜0.01。2020 年森林総研調査により作成。

1）法令やマニュアルをみても意味が分からない

2）樹木をみても樹種が分からない（スギ、ヒノキ等）

3）樹木をみても樹種が分からない（更新基準にある広葉樹）

4）GIS解析ができずGISを使いこなせない 

5）崩壊危険地域（地質等）の判別ができない
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　広葉樹の識別に次いで不足を感じる団体が多い項目は崩
壊危険地の判別であり，できないと感じる団体が 64％を
占める。この項目の回答で目立つのは，「意識する機会が
ない」とする団体の多さ（19％）であり，民有林の施業監
督に関する権限を有する市町村において 5分の 1の団体は
崩壊危険地について森林行政業務を通じて意識していない
状況にある。
　次に，森林に関する専門性のある職員がいる団体におけ
る知識・能力の不足の実感をみてみよう。専門性のある職
員がいる団体において最も知識不足の実感が少ない項目
は，スギ等の造林樹種の識別である。知識不足を感じない
団体の割合は，全回答団体では 40％だが，専門性のある
職員がいる団体では 64～87％となっている。次いで知識
不足の実感が少ない項目は，法令やマニュアルの理解力で
あり，知識不足を感じない団体の割合は，全回答団体では
44％だが，専門性のある職員がいる団体では 60～77％と
なっている。専門性の種類別にみると，森林採用職員がい
る団体で最も知識不足を感じない団体の割合が高く，次い
で専門教育職員がいる団体，長期経験者がいる団体の順と
なっている。
　更新基準にある広葉樹の識別，崩壊危険地の判別につい
ては，専門教育を受けた職員や長期経験のある職員がいる
団体においても，知識不足を感じる団体が感じない団体を
上回っている。GIS解析ができるか否かについては，森林
採用職員がいる団体を含め，いずれの種類の専門性のある
職員がいる団体であっても，知識不足を感じる団体が感じ
ない団体を上回っており，専門性のある職員の有無による

統計的な有意差はみられない。
　森林行政に関わる知識・能力の不足についての実感を実
人員規模別にみたのが図︲6 である。スギ等の造林樹種の
識別や法令やマニュアルの理解力については，実人員数の
規模が 1人より多い団体では，人員規模が大きいほど知識
不足を感じない団体が多い傾向がみられる。また，5項目
いずれにおいても実人員規模による差が目立つのは「意識

図︲5．森へ行く頻度別にみた知識・能力不足の実感
図︲4 の 1） に同じ。担当者が複数いる場合は森林に行く頻度が最も高い
職員の例。2020 年森林総研調査により作成。

1）樹木をみても樹種が分からない（スギ、ヒノキ等）

2）樹木をみても樹種が分からない（更新基準にある広葉樹）
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図︲6．実人員規模別にみた知識・能力不足の実感
図︲4 の 1） に同じ。2020 年森林総研調査により作成。

1）法令やマニュアルをみても意味が分からない 

2）樹木をみても樹種が分からない（スギ、ヒノキ等）

3）樹木をみても樹種が分からない（更新基準にある広葉樹）

4）GIS解析ができずGISを使いこなせない

5）崩壊危険地域（地質等）の判別ができない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

~0.3名
~0.5名
~1.0名
~2.0名
~4.0名

4.01名～

n=135

n=181

n=116

n=99

0% 20% 40% 60% 80% 100%

~0.3名
~0.5名
~1.0名
~2.0名
~4.0名

4.01名～

n=137

n=130

n=181

n=167

n=116

n=99

0% 20% 40% 60% 80% 100%

~0.3名
~0.5名
~1.0名
~2.0名
~4.0名

4.01名～

n=137

n=130

n=181

n=167

n=115

n=99

0% 20% 40% 60% 80% 100%

~0.3名
~0.5名
~1.0名
~2.0名
~4.0名

4.01名～

n=137

n=128

n=181

n=166

n=116

n=98

0% 20% 40% 60% 80% 100%

~0.3名
~0.5名
~1.0名
~2.0名
~4.0名

4.01名～

非常に感じる やや感じる
あまり感じない 全く感じない
意識する機会がない

n=129

n=135

n=181

n=167

n=116

n=98

n=129

n=168

220 石崎・鹿又・笹田



する機会がない」とする団体の割合であり，どの項目にお
いても実人員数が少ない団体ほど「意識する機会がない」
団体の割合が高い傾向がみられる。特に実人員 0.3 人以下
の団体では，いずれの項目においても他の階層と比べて「意
識する機会がない」とする団体の割合が高く，担当業務の
大部分を他分野の業務が占めている職員にとって，時折担
当する森林行政の各業務について十分な意識を向けること
は困難な状態にあるケースが少なからずあるものと推察さ
れる。
6．�森林行政担当の人員不足感
　最後に，各団体における人員不足の実感をみていきたい
（図︲7）。「森林・林業行政を担う人手（数）が足りない」
との実感について，回答団体全体の 52％は「非常に感じる」
と回答し，「やや感じる」と合わせると 8割以上の団体が
人員不足を実感している。
　一般的には職員数が多いほど人員不足の実感は低くなる
ものと考えられるが，図︲7 の実人員規模別にみた結果に
はそのような傾向はみられない。逆に，実人員数が多い団
体ほど人員不足を感じる団体が多い傾向がみられ，最も人
員不足の実感が低い階層は最も実人員が少ない 0.3 人以下
の団体となっている。
　人員不足を感じる度合いによる団体の特徴を示したのが
表︲4 である。人手不足を感じる団体は，感じない団体よ
り民有林面積や実人員 1人当たりの民有林面積，年間伐採
面積が大きく，専門性のある職員の有無によっては統計的

に有意な差がみられない。人手不足を感じない団体は，人
手不足を感じている団体と比べて，森に行く頻度は低いが
「現場（森林）まで行く時間がない」とは感じていない団
体の割合が多くなっており，人手不足の実感は，担当者数
の多寡や専門性の有無以上に，業務の量や質に影響を受け
ているものと考えられる。
　人手不足を感じない団体の割合は，民有林面積では 1,000 
ha以下，伐採面積では 10 ha以下，森に行く頻度では月 1
回未満の団体において，全回答団体の割合（12％）の 1.5
倍（19％）以上の割合となる。これらを業務量が少ないこ
とにより人手不足を感じない団体の条件と捉えるならば，
人手不足を感じない団体のうち 71％は業務量の少なさか
ら人手不足を感じない団体と考えられる。これらに該当し
ない団体，すなわち一定の業務量がありながら人手不足を
感じていない可能性がある団体は 27 団体で，回答団体全
体の 3％に過ぎない。このなかには実人員数が 0.5 人の団
体と 0.8 人の団体が 1団体ずつ含まれるが，他の 25 団体
は実人員数 1人以上の団体となっている。

IV．お　わ　り　に

　以上の結果から，現在の市町村における森林行政の人員
体制と業務量の関係について次の点が指摘できる。
　市町村における森林行政は，過半の団体で 1人以下，3
分の 1の団体では 0.5 人以下の担当者により担われてお
り，他業務との兼務で森林行政を担うケースが相当数にの
ぼる。近年，森林行政の職員数には若干の増加傾向がみら
れるものの，業務量は職員増（4％）を遙かに上回る規模
（37％）で増加していると考えられ，現在，ほとんどの市
町村が人員不足を実感している。職員が多いからといって
人員不足の実感が減るといった傾向はみられず，むしろ職
員の規模が大きな団体には小規模団体以上に人員不足を感
じる団体が多い。これには，規模の大きな団体ほど森林行
政として担う業務の幅が広く，森林に行く頻度も高いと
いった森林行政業務の質の相違が影響しているものと考え
られる。人員不足の実感が高いほど森林へ行く時間がない
と感じる傾向がみられ，担当職員の不足により現地確認等
が充分に行えない状況が生じているものと考えられる。こ
れに対して，人員不足を感じない団体には，職員数が少な
く，業務対象となる森林面積は小さく，森林に行く機会は

表︲4.　「森林・林業行政を担う人手（数）が足りない」との実感別にみた団体の特徴

　
　 団体数

専門的な 
職員がいる 
団体の割合

民有 
森林計画 
面積 
（ha）

実人員１人 
当たりの民有 
森林計画面積 
（ha/人）

年間 
伐採面積 

（ha）

森に行く 
頻度 
スコア

「現場（森林）まで行く時間がない」との実感

非常に 
感じる

やや 
感じる

あまり 
感じない

全く 
感じない

意識する 
機会がない

非常に感じる 431 29% 13,818 9,493 136 3.07 39% 42% 14%  1%  3%
やや感じる 259 35% 13,976 7,739 129 3.14 12% 53% 33%  1%  2%
あまり感じない  84 26% 9,399 5,465  73 2.68 10% 22% 47% 12% 10%
全く感じない  14  7% 1,236 3,415   3 1.54  0% 14% 36% 43%  7%
スピアマンの順位相関係数 －0.16** －0.17** －0.12** －0.09* 0.41** 　 　 　 　
*p＜0.05、**p＜0.01
1）「森に行く頻度スコア」は，「なし［0］」，「半年に１回未満［1］」，「半年に 1回以上［2］」，「月 1回以上［3］」，「週 1回以上［4］」，「ほ
ぼ毎日［5］」，「勤務時間の半分以上［6］」として各階層の平均値を求めたもの。2）スピアマンの順位相関係数は，「人手が足りない」お
よび「現場まで行く時間がない」との実感は「非常に感じる［1］」，「やや感じる［2］」，「あまり感じない［3］」，「全く感じない［4］」とし，
「意識する機会がない」団体を除いて求めた。3）専門的な職員がいる団体といない団体の占める割合について，マン・ホイットニーのＵ
検定を行った結果，n.s.となった。2020 年森林総研調査により作成。

図︲7．人員不足の実感
図︲4 の 1） に同じ。2020 年森林総研調査により作成。
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ほとんどないといった団体が多い。
　森林行政に関わる専門性を有した職員は，職員の規模の
大きな団体ほど多い傾向にある。専門性を持った職員がい
る場合，法令やマニュアルの理解度やスギ等の造林樹種の
識別といった知識・能力については不足を感じない団体が
過半を占めるが，広葉樹の識別や崩壊危険地の判別につい
ては専門性を有した職員がいる団体でも不足を感じている
ケースが多い。一方，規模の小さな団体ほど専門的な職員
等が少なく，知識不足を感じない団体も少ないが，規模が
非常に小さい団体の場合，そもそも森林行政に関わる知識
や能力の不足について業務を通じて意識する機会がないと
する団体が少なくなく，森林に行く頻度が非常に少ない団
体も多い。これらは，他分野の業務が大半を占めるなかで
時折担う森林行政業務に対しては十分な意識が向きにくい
団体が少なからず存在していることを示しているものと考
えられる。また，崩壊危険地域の判別については，規模の
大きな団体でも業務を通じて意識する機会がないとする団
体が 1割程度を占めており，異常気象や山地災害が増加し
ているなかで必要な体制の整備が求められると考えられる。
　以上のように，職員数や専門性といった人員体制は，森
林行政として担う業務の範囲や，現地確認やリスク判定等
をどこまで行うかといった業務のレベルに影響を与えてい
る可能性が示唆される。市町村森林行政の業務と人員体制
の均衡を考える場合，単純に各業務を処理すべき事案の件
数や面積といった量的な側面だけで捉えるのではなく，
個々の業務を実行する際の視点の多様さや情報把握の丹念
さ，判断の慎重さといった質的な側面と合わせて，必要と
される業務とそれに対応した体制を検討していく必要があ
るだろう。そのために，今後さらに，伐採届関係業務や森
林経営管理制度関係業務といった個々の業務に焦点をあ
て，その具体的な実施内容と人員体制に関する分析を進め
ていきたい。
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注　　　　記

（注 1）市町村森林行政担当職員が地域林政アドバイザー資格を保有
しているケースは，当該職員を職員数に含めてカウントした．

（注 2）「業務で意識する機会がない」としながら「非常に感じる」か
ら「全く感じない」までのスケールも同時に選択した団体につ
いては，後者の回答を除き「業務で意識する機会がない」団体
として集計した．
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